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　80年代以降，東アジアでは企業の貿易，投資の拡大に伴う域内国際分業ネッ
トワークが形成され，実態経済での一体化が進んできた。近年こうした実態経
済面での統合を制度的かつ多面的に担保しようとする機運が高まっている。域
内各国・地域の間では様々な経済協力の枠組みが模索され，とりわけ地域内，
地域間のFTA交渉，締結が活発化している。
　地域経済協力の枠組みへの参加，FTAの締結は他国より有利な条件の下で
貿易・投資を行うことで経済的な利益を得られるのみならず，経済的な依存関
係を深めることで対立や摩擦を回避する外交，安全保障上のメリットもある。
こうした動きが活発化する中で，貿易と外資導入により高成長の原動力を得て
きた中国は2国間または地域間の枠組みの活用をポストWTO加盟の新たな対
外経済政策の課題と位置づけ，FTA戦略を積極的に展開している。          
　本稿ではまず地域主義の台頭への中国の対応とその背景についての分析を踏
まえ，そのFTA戦略の特徴，対外経済政策における位置づけを考察する。最
後に中国のFTAの取り組みにおける問題点と課題について検討する。
㧞㧚࿾ၞਥ⟵߳ߩኻᔕߣߘߩ⢛᥊
　90年代の初頭以降，冷戦体制の崩壊に伴い，世界の政治，経済の多極化が
進み，地域主義の勃興が見られた。欧州は50年代から推進した市場統合を加
速させ，地域統合の最終段階に入った。一方，欧州の排他的な統一市場の成立
による貿易，投資等での不利益を懸念する米国はEUに対抗する形でカナダ，
メキシコと北米自由貿易協定（92年署名）を設立した。こうした欧米２大市
場における経済統合の動きに触発され，90年代以降，アジアではASEAN自由
貿易地域（92年），アジア太平洋経済協力会議（93年初首脳会議），ASEAN地
域フォーラム（94年）アジア欧州会議（96年），ASEAN+3（97年）など，様々
な地域協力の枠組み作りが続けられてきた。21世紀に入り，FTAの締結は活
発化し，ASEANをハブとした2国間，地域間の自由貿易協定のネットワーク
が形成されつつある。
　それまでアジア地域では貿易や投資を通じての域内国際生産ネットワーク産
業の住み分けに象徴されるように，いわば事実上の経済統合が進展していた。
しかし，さらなる貿易や投資の自由化による経済的利益の獲得，欧米諸国との
通商上の利権の均衡，突発的経済危機への共同対応などを図るために，制度面
の統合は避けて通れない。すなわち，実態経済の統合に見合った法的経済統合
へ進めていくのが不可欠である。90年代以降のアジアの経済協力の加速はこ
うした域内各国の共通認識によるものに他ならない。
　こうした地域主義の台頭に対して，急速な経済成長に伴って，国際政治舞台
における地位向上，輸出，直接投資の受け入れによる経済成長を目指す中国は
近年積極的に関与し始めた。中国の地域主義への対応は90年代初頭にさかの
ぼる。それは地域統合の動きとその対応策について検討からスタートしたので          
ある。91年国務院の「国民経済および社会発展に関する研究・協力チーム」１）
は当時中国の社会・経済の情勢に基づき，13の重要研究課題を決定し，各関
係省庁にこれらの課題の研究を引き受けさせた。その中で，対外経済部門の主
管官庁である対外経済貿易合作部（現商務部）は「世界経済統合の趨勢，影響
及びその対応」という課題を担当し，課題研究チームを立ち上げた。同研究チー
ムはEU，NAFTA，アジア太平洋地域，東アジア及び中央アジアにおける経
済統合の動きに関する分析を踏まえ，貿易，投資の自由化による経済的利権を
最大化し，未参加による不利益を回避するために，中国は今後2国間，地域間
の自由化交渉を準備しなければならない。また，本格的に交渉に取り組む前に，
まずAPEC，ASEAN＋3などのようなより拘束力の弱い，緩やかな地域枠組
みの中で経験を積み，交渉力を向上させる必要があるとの政策提言を行った２）。
　しかし，結果的に90年代は概して実質的な地域，2国間交渉に至らなかった。
それについて当時中国は地域経済統合に興味がなかったとの指摘もあるが，前
述の対外経済貿易合作部の課題研究チームの政策提言からみると，地域統合を
軽視するよりも，むしろWTO加盟は当時の対外経済政策の最優先課題であり，
その交渉に多くの人的資源を集中せざるを得なかったとの説が有力であろう３）。
　中国は本格的に地域的枠組みに動き始めたのがWTO加盟を実現した2001年
前後からである。WTOの加盟で余力が生まれた中国はAPECやアジア欧州会
議（ASEM）やASEAN＋3など，すでに参加している枠組みでの中で積極的
に発言し，存在感を高めようとすると同時に，アジア地域内，地域間，2国間
の経済協力，自由化交渉の枠組み作りに精力的に取り組みはじめた。
　まず01年5月に中国は国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）の支援
の下で締結された途上国間の優遇貿易に関する取り決めであるバンコク協定
（75年）に加盟し，05年に加盟国に呼び掛け，初の閣僚会議開催の実現，「アジア・
太平洋貿易協定」への名称変更，貿易・投資・他の分野への協力分野の拡大な
どに尽力した４）。00年中国は中国・アフリカ協力フォーラム（FOCAC）をスター
トさせ，外交，貿易，投資，経済協力など幅広い分野での協力メカニズムを確          
立した。また，01年に中国，ロシア及び中央アジア4カ国は地域協力枠組みで
ある上海協力機構（SCO）を設立し，加盟国間の信頼関係醸成，アンチテロリ
ズム，経済，文化，環境保護などの分野での協力を掲げた。02年に開かれた中
国を含むメコン川流域6カ国による大メコン圏（GMS）開発プログラム初の首
脳会議では，中国が積極的な関与姿勢を打ち出し，その後，特に交通，エネル
ギー，通信などの分野での経済協力に取り組み，08年にラオスで開かれた第3
回首脳会議で同地域のインフラ整備，輸送，農村の発展，医療，環境保護，人
的資源，民間協力，融資の充実など協力などについて積極的に提案してきた。
　00年以降，中国の取り組みの最大の特徴は自由貿易協定（FTA）に力点が
置かれていることである。02年ASEANとの「包括的経済協力枠組み協定」の
締結を皮切りに，中国は03年に香港，マカオとの経済・貿易緊密化協定（CEPA）
を締結し，チリ（05年），パキスタン（06年），ニュージーランド（08年），シ
ンガポール（08年），ペルー（09年）と次々とFTAを締結した。また，ペルシャ
湾6カ国に構成される湾岸協力会議（GCC），オーストラリア，アイスランド，
ノルウェー，コスタリカ，南部アフリカ関税同盟（SACU）とFTA交渉を推
進しており，さらに韓国，インド，日中韓3カ国などとのFTA締結可能性に
ついて研究中である。それと同時にASEAN＋3枠組みの中で中国は東アジア
地域を包摂するFTAに向けての取り組みを提唱してきた。03年の第7回首脳
会議で中国は東アジア自由貿易協定（EAFTA）の可能性を検討すべきだと提
案したことをきっかけに，05年にASEAN＋3専門家によるEAFTAのフィジ
ビリティ・スターディが開始され，06年にEAFTA構築に向け，政府間協議を
進めていくべきとする報告書がまとめられた５）。
　こうした中国の意欲的な取り組みは次のような戦略的な意図がうかがえる。
WTO加盟後，世界経済への統合が加速するにつれて，中国経済の対外依存度
が急速に高まってきた。輸出の拡大，外国直接投資の受け入れ，石油などの天
然資源の確保などは経済の安定成長を達成するための重要な要因となってい
る。中国にとっては如何に2国間や地域の経済協力の枠組みを生かし，貿易，          
投資を円滑に行うことを制度的に担保できるような通商体制を構築していくこ
とは対外経済政策の喫緊の課題となった。また，安全保障の見地からみると，
地域的枠組みにおける政治・外交面も含む包括的対話は利害関係国，地域との
相互理解を促進するだけでなく，経済的相互依存関係を深めることで，対立や
摩擦を回避することが考えられる。これは26の隣国も有し，様々な領土問題
を抱え，また，急速な台頭で日米欧に強く警戒される中国にとって重要な意味
をもつ。一方，冷戦終結後の多極化の進展に伴って，地域の重要性が高まり，
地域経済協力の枠組みは重要な外交ツールの一つとして用いられる傾向があ
る。積極的な関与にはアジア地域内のリーダーシップ，他の地域への影響力を
強化することを通して，主要国の対中外交戦略の展開を牽制し，外交力を高め
るという政治的な狙いもある6）。ただし，こうした政治的な動機による試みは
外交戦略の領域にとどまらず，経済的な目標を達成するための一手段でもある
ことを忘れてはならない。つまり，諸外国との良好な外交関係，安全保障体制
の構築は円滑な貿易・投資活動の不可欠な条件であり，それは結果的に安定的
な経済成長の環境形成につながるものである。
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　WTOの多角的，且つ無差別的な自由化交渉と比べ，自由貿易協定は交渉相
手国が限られているため，関税切り下げ，撤廃のプロセス，サービス分野，投
資の開放度からみて，むしろWTOを超える，より高度自由化が約束されるの
が多い。そのため，一般的にFTA交渉に対して，市場規模の比較的小さい国
はより積極的である。反対にインドや中国のような市場規模，市場の潜在性の
大きい国は政策転換が遅く，思い切った自由化を約束しづらい面がある７）。し
たがって，中国がこれだけ積極的にFTA戦略を展開する背景には自由化措置
に伴う負の影響を上回る何らかの戦略的な意図があるに違いない。
　政策面からみると，中国は初めて地域経済協力に言及したのが02年11月に
開催された中国共産党第十六回全国代表大会である。同大会の報告書の中で，          
「経済のグローバル化，TWOの加盟に対応するために，より幅広い領域，より
高いレベルにおける国際経済技術協力，国際競争への参加を通して，海外市場
の活用，合理的資源の配置を進め，さらなる国内改革と経済成長を促進する」と，
多角的交渉以外の様々なレベルでの経済協力の必要性を強調した。また，外交
方針との関連で，近隣諸国との友好関係を維持するために地域経済協力を推進
し，経済交流，協力のレベルアップを図ると同時に，発展途上国との経済協力，
相互理解を強化し，協力分野の拡大や協力効果の向上を目指すことが掲げられ
た８）。さらに，07年10月に開かれた共産党第十七回全国代表大会では地域経
済協力についてより具体的な方針が示された。胡錦濤書記長は大会の報告書の
中で対外開放を深化させ，経済の開放度をさらに引き上げるとした上で，「資源・
エネルギー面での国際協力を積極的に推進するとともに，自由貿易区戦略を実
施し，2国間，地域間経済協力を強化する」とFTA推進への意欲を示した。一
方，周辺国との友好関係と実質的な協力関係を強化し，地域経済協力を積極的
に推進することを通じて，近隣諸国と安定，平和な地域環境，経済的なウィン
ウィン関係を構築していく，また，実質的な協力関係の拡大，可能な限りの援
助の提供を通じて，引き続き発展途上国と関係を強化すると，経済協力の外交
手段としての重要性を示唆した９）。
　こうした政策動向から中国のFTA戦略には大きく二つの目的があることが
分かる。すなわち，第一の目的はこれまで中国経済に大きく寄与してきた対外
貿易，直接投資などを含む対外経済関係を制度的に担保する枠組みを構築し，
自由化による経済的利権の確保，持続的な経済成長を図ることである。第二の
目的はFTAを外交ツールとして生かし，安全保障や地政学的な戦略提携や経
済外交などの政治的な目標を達成することである。中国のFTA戦略の狙いに
ついての議論がこれまで多くなされてきた。ここでそれらを整理しつつ，他の
可能性について検討する。
⚻ᷣ⊛஥㕙㧦
Ԙޓᄙⷺ⊛੤ᷤߩ⵬ቢ╷ޕWTOの加盟は中国にとって重要ではあるが，不十          
分である。なぜなら世界市場はある意味で様々な地域貿易協定（RTA）によっ
て分割されているからである10）。また，多国の利害が複雑に絡むWTOの自
由化交渉に比べ，FTAは交渉相手国が限られるため，機動性，迅速性があ
るに加え，投資，競争，人の移動など政策分野も柔軟に盛り込むことができ
る。したがって地域，二国間のFTAは補完的な政策手段として重要視される。
ԙޓャ಴Ꮢ႐ߩ㐿ᜏޕ近年輸出規模の継続的な拡大は欧米諸国との貿易摩擦，
とりわけ米国と深刻な貿易不均衡を引き起こしている。欧米市場への依存，
貿易摩擦を回避するために，新たな輸出市場の開拓が急務となっている。
Ԛޓኻᄖᛩ⾗ߩଦㅴޕ近年国内の産業構造の変化，元高，貿易摩擦への対応，
天然資源の開発などの理由で政府は中国企業の対外直接投資を奨励してい
る。現在締結済みのFTAと交渉中の案件のほぼすべては投資協定を含まれ
ており，投資規制の緩和・撤廃，投資の保護及び内国民待遇の付与などの内
容が盛り込まれている。FTA戦略の推進は国内企業の対外進出の促進策の
一環とみられている11）。
ԛޓ⾗Ḯ࡮ࠛࡀ࡞ࠡ࡯ߩ⏕଻ޕ経済規模，生産能力の拡大に伴って，資源・エ
ネルギー需要が急増している。鉱物資源調達先の多様化や石油，天然ガスの
権益確保を目的とする資源外交型のFTAも見られる。
ԜޓኻᄖᎿ੐⺧⽶ߣഭോᵷ㆜ߩ᜛ᄢޕFTAの人の移動に関する協定や関連合
意を通して，中国の対外工事請負，労務（人材）派遣を促進し，国内雇用圧
力の緩和，海外送金による地元経済の活性化を図る。
ԝޓౝ㒽ㇱ㧘࿖Ⴚ࿾Ꮺߩ⚻ᷣᵴᕈൻޕ近隣諸国とのFTA締結に伴って，隣国
との経済交流が活発化し，内陸部や国境地帯の経済活性化，地域格差の是正
につながる。
Ԟޓᧂ✦⚿ߦࠃࠆਇ೑⋉ޕFTAの締結は一定の差別性（排他的な要素）を伴う。
FTA網構築の動きに取り残された場合，貿易転換効果により中国の対外貿
易が減少するだけでなく，他国との直接投資の誘致競争に敗れたり，中国の
対外投資は外国で差別的な扱いを受けたりするという危機感がある。また，          
締結を通してこうした差別性を意図的に利用して，通商交渉上の主導権や交
渉力を獲得する狙いもうかがえる。
᡽ᴦ⊛஥㕙㧦
Ԙޓᄖ੤ജߩᒝൻޕFTAの多くは経済分野だけでなく，制度，社会，文化な
どの諸分野を含む包括的な枠組みである。FTAの締結は経済的な相互依存
関係を深める同時に，様々なレベルの交流が活発化し，双方の結びつきが強
化されることを期待できる。それは中国と相手国との信頼関係を醸成し，結
果的に外交力の強化，安全保障に資する。
ԙޓㄭ㓞⻉࿖ߣߩᐔ๺౒ሽޕFTAを通して，近隣諸国との経済的相互依存関係，
協力関係を深め，安定的な政治関係の維持，中国脅威論の解消を図ることで，
経済成長に有利な周辺環境を構築する。
Ԛޓࠕࠫࠕߦ߅ߌࠆ࡝࡯࠳࡯ࠪ࠶ࡊߩ⏕┙ޕ他国に先んじてFTAを締結する
ことで，現在進行中のアジア域内の様々な枠組み交渉において発言権を強め，
中国の主導権を確立しようとする。
ԛޓᏒ႐⚻ᷣ࿖ߩ⹺ቯޕ中国はWTO加盟後15年間で「非市場経済国」と見な
されることにより，中国製品はアンチダンピングの発動対象になりやすい
などの差別的な扱いを受けるのみならず12），主要国と対等の立場で交渉でき
ない。FTA交渉は市場経済国認定（2009年5月時点で97カ国対中認定済み）
を獲得する一手段でもある。現に中国とのFTA（交渉中の案件も含む）は
ほぼすべて市場経済国の認定の条件づけがある。
　以上のように中国のFTA戦略は多くの国と同様に貿易・投資の自由化によ
る経済的な利益の享受と外交力・交渉力の強化という二つの側面を持ち合わせ
ている。中国のFTAへの取り組みに対して，直接的な経済効果よりも政治的
な思惑が先行しているという見方が支配的である。確かに中国のFTA交渉対
象の選定基準では周辺諸国や発展途上国，友好国が優先されるなど13），政治的
インセンティブがより強く働いたことは否定できない。しかし，中国に限らず          
世界の多くのFTAは政治的動機が主導するもので，外交のツールとして戦略
的に活用されている。また，そもそも中国はFTAの推進を世界・周辺諸国と
の安定した政治的な関係を構築する一手段として位置付けている。その目的は
貿易や投資活動の拡大に伴う経済成長に不可欠な国際環境を確保しようとする
ものである14）。したがって，FTAの政治的な狙いと経済的効果は不即不離の
関係にあり，両者を対立的なファクタとしてとらえるのが困難である。
㧠㧚㪝㪫㪘ߩ✦⚿ߣ੤ᷤߩㅴ᝞⁁ᴫ
　本節では中国はFTA締結に向けての取り組みをどのように進めてきたのか，
また，FTA締結と交渉の進捗状況15）について概観する（図表１）。
㧔㧝㧕㪘㪪㪜㪘㪥ߣߩ㪝㪫㪘
　中国とASEANとのFTAは中国初の実質的な自由貿易協定である。00年11月
のASEAN中国首脳会議で当時中国の首相朱鎔基から中国ASAEN自由貿易協定
（CAFTA）の交渉が提案された。02年11月の同首脳会議において「包括的経済
協力枠組協定」が調印され，①CAFTAの交渉分野は物品貿易，サービス貿易，
投資及び経済協力等を含むこと，②経済協力については農業，IT，人的資本の
開発，投資促進及びメコン川流域開発を重点とし，他の分野へ拡大していくこと，
③ノーマルトラック品目については05年から関税切り下げを開始し，2010年
（CLMV16）は2015年）までに関税を撤廃し，貿易の自由化を実現すること，④
農産品8分野計500品目について早期関税削減（アーリーハーベスト，EH）プ
ログラムとして，関税切り下げの開始は04年に前倒し，06年（CLMVは08~10
年の間）までにゼロ関税を実現すること，⑤中国はWTO未加盟のベトナム，ラ
オス，カンボジアに最恵国待遇を付与すること，⑥CAFTAの確実な履行を担保
するために双方が原産地規則及びダンピング，補助金，救済措置，紛争処理な
どに関する貿易関連規則を制定することなどが合意された17）。          
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　04年11月に枠組み協定に基づく「物品貿易協定」が調印され，05年7月か
ら関税の切り下げが開始した。また，07年1月に双方はサービス貿易に関す
る参入分野，参入条件，内国民待遇などを定める「サービス貿易協定」（TIS）
を署名し，同年7月から約束表に従い第1パッケージの自由化を始めた。さらに，
09年8月にタイで開かれる中国ASEAN経済相会議で枠組み協定を構成する一
部である「投資協定」が調印された（10年1月発効）。同協定では双方の直接
投資に対する規制の緩和・撤廃，関連制度の透明性の向上，内国民待遇の付与
などの内容が盛り込まれた。投資協定の署名により中国のASEANのFTAが
事実上完成することを意味しており，CAFTAが本格的に動き出せば，工業生
産高2兆ドル，貿易総額1.2兆ドル，人口規模（19億人）で世界最大の自由貿
易地域が誕生することになる。
㧔㧞㧕㚅᷼㧘ࡑࠞࠝߣߩ㪚㪜㪧㪘㧔⚻ᷣ⾏ᤃ✕ኒൻදቯ㧕
　03年6月に中国と香港の間でCEPA（経済貿易緊密化協定）が締結されるこ
とにより，2004年1月から香港製品273品目の中国本土への輸出はゼロ関税と
なり，サービス業18分野については香港企業の内地への参入規制が中国WTO
加盟時の公約より前倒しで緩和された。協定締結から09年5月まで計６回にわ
たって免税措置の対象品目と規制緩和の対象業種が拡充され，現在香港を原産
地とされるすべての商品は免税対象となる一方，香港の ITサービス，空港管
理サービス，人材派遣，文化娯楽，銀行，法律事務所，科学技術，医療，介護
など計42（09年5月現在）のサービス業の中国本土への参入が認められた。03
年10月にマカオと締結したCEPAは合意内容が一部関税撤廃の対象品目が異
なるものの，基本的に香港とのCEPAと同等な条件が盛り込まれた。
㧔㧟㧕࠴࡝ߣߩ㪝㪫㪘
　05年11月に韓国で開かれたAPEC非正式首脳会合期間中に中国とチリの
FTAが締結された。翌年の10月から関税の切り下げ，サービス貿易及び投資          
関連の自由化交渉がスタートした。協定の合意内容についてチリは中国製品
5891品目の関税を即時撤廃するに対して，中国は2回に分けてチリ原産の計
4753品目の関税を撤廃する。また，同FTAは市場参入，原産地規則，衛生，
植物検疫，技術的貿易障壁，貿易救済措置，紛争解決メカニズムなど，物品貿
易のほぼすべての内容が盛り込まれ，経済協力も中小企業，文化，教育，科学
技術，社会保障，知的財産権など幅広い分野にわたっている。06年4月に中国
とチリのサービス貿易協定が調印され，中国のコンピューター，コンサルティ
ング，鉱山，環境，スポーツ，航空など計23業種，チリの法律，建築設計，
不動産，広告，リース，観光，教育など計37業種がWTOでの約束を基礎にさ
らに相手国に開放された。投資協定は現在まだ締結に至っていないが，09年4
月に行われた第2回交渉では双方が各自の投資管理体制について意見交換を行
い，投資協定の早期締結に合意した。
㧔㧠㧕ࡄࠠࠬ࠲ࡦߣߩ㪝㪫㪘
　06年11月に中国とパキスタンの自由貿易協定が締結され，07年7月から二
段階に分けて関税の切り下げが開始された。第1段階では各自の85%の関税対
象品目を5つのカテゴリーに分けて，対象品目の関税率を5~3年以内に0~20%
（一部の品目は当面切り下げしない）に切り下げる。第2段階として協定発効
後の6年目からそれまでの関税削減状況を踏まえた上で更なる削減を進め，全
関税対象品目，全貿易の90%がゼロ関税化することを目標としている。
　09年2月に両国間の「サービス貿易協定」が調印され，WTOでの約束を基
礎にサービス分野のさらなる開放について合意された。合意内容ではパキスタ
ン側が11業種に対する規制をさらに緩和すると同時に出資比率や人員の出入
国など面において中国に優遇条件を提供する。一方，中国はパキスタン側に対
して6業種の参入規制をさらに緩和することを約束した。          
㧔㧡㧕࠾ࡘ࡯ࠫ࡯࡜ࡦ࠼ߣߩ㪝㪫㪘
　04年5月に中国とニュージーランドとの「貿易経済協力枠組協定」が調印さ
れ，翌月に自由貿易協定締結に向けての共同研究がスタートした。同年9月に
FTAの締結は両国経済の相互補完性，貿易の拡大，経済成長を促進できるこ
とを結論とする「自由貿易協定共同研究報告書」がまとめられた。これを受けて，
同年11月から両国の交渉が開始，15回にわたる交渉を経て，08年4月に両国
間の自由貿易協定が締結され，同年10月から発効した。中国とニュージーラ
ンドのFTAは物品貿易，サービス貿易，投資などを含む包括的な自由化協定
である。物品貿易について，ニュージーランドは協定発効日から63.6%の製品
を対象にゼロ関税を実施，2016年までにすべての製品の関税を撤廃する。一方，
中国側は24.3%の製品の関税を即時撤廃，2019年までに全輸入製品を対象にゼ
ロ関税化する。サービス貿易につい双方はそれぞれ4分野においてWTOでの
約束内容を超える自由化を実施し，他の7分野に関して相手国に最恵国待遇を
与えることに合意した。また，投資についても双方が相手国に最恵国待遇を付
与するほかに，投資保護や紛争解決などの関連規定を設けた。ニュージーラン
ドとのFTAの締結は協定の経済的効果がもとより，先進国のなかでニュージー
ランドは初めて中国を市場経済国と認めたこと，先進国との初のFTAを締結
したことが中国にとって極めて意義深いものである。
㧔㧢㧕ࠪࡦࠟࡐ࡯࡞ߣߩ㪝㪫㪘
　中国とシンガポールとのFTA交渉は06年10月から開始され，計8回の交渉
を経て08年9月に終了した。同年10月に両国は自由貿易協定の合意文書に署
名し，各自の国内手続きを経て，09年1月より発効した。中国シンガポール
FTAはCAFTAの自由化プロセスを早めた，物品貿易（貿易関連諸規則を含む），
サービス貿易，投資，人の移動，経済協力などを含む包括的な自由化協定であ
る。物品貿易についてシンガポールは協定発効日より全品目の輸入関税を撤廃。
中国は即時87.5%の関税を撤廃，2010年までに97.1%の輸入品を対象にゼロ関          
税化する。
　サービス貿易分野において，同FTAはACFTAの「サービス貿易協定」の
市場アクセスに関する約束表をベースに，市場参入の分野と範囲をさらに拡大
した。具体的にシンガポールは中国の医学大学（中国医学）2校の学歴，シン
ガポールでの医学大学，医療訓練センターの設立，中国語高等教育と語学訓
練，100%出資の病院の設立を認めるに対して，中国はシンガポールの医学大
学2校の学歴，出資比率70%以下の病院の設立など認めた。人の移動に関する
協定の中で在留資格認定基準の透明化，手続きの簡潔化を促進するために，在
留条件と在留期間などについて具体的な約束を交わした。中国シンガポール
FTAは中国にとってアジア地域での初の包括的2国間協定であり，協定の締結
は今後両国間の貿易の拡大だけでなく，シンガポール向けの中国企業の対外投
資や対外工事請負，労務（人材）派遣，観光の促進につながると考えられる。
㧔㧣㧕ࡍ࡞࡯ߣߩ㪝㪫㪘
　中国とペルーとのFTA交渉は07年9月より開始，その後計8回の交渉と1回
のワーキンググループ会議を経て08年11月に交渉が終結，09年4月に両国間
の自由貿易協定が調印された。中国ペルー FTAは物品貿易（貿易関連諸規則
を含む），サービス貿易，投資，経済協力などを含む，南米地域の国との初の
包括的な2国間自由化協定である。物品貿易に関して双方が各自90%以上の輸
入品目を５つのカテゴリーに分けて，段階的に関税の減免を実施する。中国と
ペルーの全輸入関税品目にそれぞれ61.19%と62.71%の割合を占める第1のカ
テゴリーの品目は協定発効後即時関税を撤廃。関税切り下げを行わない第4カ
テゴリー（中国ペルーそれぞれの比率は5.44%と8.05%）を除いて，残りの第
２，３，５カテゴリーの品目については協定発効後の5~17年間以内に関税をゼ
ロまで削減していく。サービス貿易について両国は相手国に対してWTOでの
約束内容を超えた，より高度な自由化を約束した。ペルーは採鉱，研究開発，
中国語教育，医療（中国医学）武術などの業種を，中国は採鉱，コンサルティ           
ング，翻訳，スポーツ，観光などの業種をそれぞれ相手国に開放した。投資に
ついては双方が相手国の投資（実行済みを含む）に対して内国民待遇，最恵国
待遇および「公平かつ衡平な待遇」を付与すると同時に，資産の接収，利益送
金，紛争解決などの投資保護関連の規則も合意文書に盛り込んだ。現在両国は
協定の早期発効を目指して，各自国内の法的手続きを進めているとみられる。
　他方，中国は湾岸協力会議（GCC），オーストラリア，アイスランド，ノル
ウェー，コスタリカ，南部アフリカ関税同盟（SACU）とFTA交渉を推進し
ていると同時に，韓国，インドとのFTA交渉を向けての実質的な共同研究に
も取り組んでいる。その中で，オーストラリア，アイスランド，ノルウェー，
コスタリカとは了解覚書を署名し，実質的な交渉段階に入っている。湾岸協
力会議に関しては04年7月に「経済，貿易・投資及び技術協力枠組協定」が
締結してから4回にわたる政府間交渉が行われたが，現在サービス貿易をめぐ
る交渉が難航しているようである。南部アフリカ関税同盟とは04年6月に双
方がFTA交渉の開始を宣言してから，まだ実質的な交渉に踏み切っていない。
インドについては05年4月に双方が中印地域貿易協定（RTA）に関する共同
研究の開始を発表し，07年10月に共同研究の報告書がまとめられたものの，
正式の交渉がまだ始まっていない。韓国とは05年３月からスタートした中韓
FTA民間共同研究が終了し，07年より中韓FTA産学官共同研究が開始した。
中韓共同研究会はこれまで計5回の会合が開かれ，主に物品貿易と関連の制限
的な通商規則，サービス貿易，投資などについて意見交換を行われた。
㧡㧚㪝㪫㪘ߣኻᄖ⚻ᷣᚢ⇛
　前述のように中国はFTAの活用をポストWTO加盟の新たな対外経済政策の
課題と位置づけ，FTA戦略を積極的に展開している。本章では対外経済戦略，
すなわち輸出，対内外投資の促進とFTAとの関連について検討する。
㧔㧝㧕ャ಴቟ቯൻភ⟎ߣߒߡߩ㪝㪫㪘
　改革開放以来の30年間にわたり，中国の開発戦略の中で，輸出が経済発展           
を牽引する最も重要な手段として位置付けられてきた。そして，比較優位構造
の見地から，欧米日などの主要先進国の消費財，生産財の需要はほぼ半永久的
に中国の輸出を吸収できることが想定され，輸出振興が継続的に図られた。90
年代以降，グローバル化による国際分業がいっそう進展したことで，中国の輸
出拡大はピークに達し，結果的に中国経済の高成長につながった。しかし，そ
の反面，近年主要先進国の景気後退による消費縮小，雇用状況の悪化などを加
え，世界的な環境，知的財産権への保護意識が高まる中，発展途上国の輸出環
境が悪化している。とりわけ急速に台頭する中国の輸出攻勢に厳しい監視の目
が向けられ，安価な中国製品に対する取り締まりも強まっている。00年以降
中国の輸出は毎年二桁の伸び率を維持したものの，04年に35.4%の高い伸び率
に達した後，年々低下傾向を辿っており，08年に17.2%と半分以上の減速に至っ
た（中国海関総署）。
　輸出の減速は国内の投資，雇用，消費などに悪影響を及ぼし，経済成長の減
速要因となっている。輸出主導の経済成長パターンが限界に達したとの指摘も
ある。しかし，社会保障制度の未整備，人口の大半を占める農民の低所得など
の問題で，消費内需の急拡大が当面見込めない中，輸出の牽引力を維持するこ
とが不可欠である。08年の輸出の急減は世界的な経済危機による一時的な現
象ではあるが，しかし，近年輸出品の低付加価値，品質問題，元高，労働コス
トの上昇，欧米諸国との貿易摩擦，輸出生産による環境破壊，エネルギーの大
量消費など，輸出をめぐる様々な問題が今後長期にわたって輸出拡大を妨げる
可能性は否定できない。こうした課題に対処するために，中国政府は企業の技
術革新の促進，産業の高度化などを通して，輸出構造の高度化を図ると同時に，
先進国市場への過度な依存の脱却，輸出市場・輸出ルートの多様化（市場多元
化戦略），生産の海外移転（対外直接投資），国境地域貿易の促進など，戦略的
な取り組みを始めている。中国のFTA政策はこの戦略に対応するものとみら
れる。その関連性について以下のように指摘できよう。
　まず，FTAの締結により，貿易相手国を多様化することで，先進国との貿           
易摩擦を回避することが可能である。中国の輸出はEU，アメリカ，日本への
依存度が高く，08年の国・地域別の輸出シェアをみると，この3カ国・地域へ
の輸出割合はそれぞれ20.5%，8.1%，17.6%と全体の5割近く占めている。近
年中国とこれらの国・地域との間で様々な通商上の摩擦が生じており，とりわ
けアメリカと貿易不均衡問題が深刻である。08年に中国の輸出品は計21カ国・
地域から93件（うちアンチダンピング70件，相殺関税11件，セーフガード10件，
特別セーフガード2件）の相殺措置の調査を受けており，案件金額は61.4億ド
ルに及ぶ。調査を行う国・地域をみると，欧米主要先進国は計32件（うち米
国15件，EU6件，カナダ6件，豪州5件），全体の34.4%を占めている18）。また，
WTOの発表（09年5月）によると，08年に全世界で行われたアンチダンピン
グ調査（208件），相殺関税調査（14件）の中で，中国を対象とされるものが
それぞれ全体の37%と71%に上り，件数的にメンバー国の中で最多であると
いう。
　一方，中国の輸出は先進諸国の技術的貿易障壁（TBTｓ）とその対応に伴
うコスト増にも直面している。03年以降，中国最大の輸出市場であるEUによ
り次々と公布されたRoHS指令，WEEE指令，Eup指令など欧州の環境基準
認証規制も今後の輸出拡大を抑制する要因の一つとなっている。例えば，07
年8月にEup指令（環境配慮設計に関する欧州指令）の最初の5品目について
の実施措置が公布された。2010年までの猶予期限までに中国対EU輸出のOA
製品，冷蔵庫，エアコン，AV機器などの関連製品の省エネ水準が同指令の基
準に満たさない場合，これらの製品の80%がEU市場から締め出されることに
なる。しかし，同基準をクリアするには，20%のコスト増が見込まれている19）。
また，食料，農産品などの輸出は日本で，軽工業品や繊維などの製品はアメリ
カで技術的貿易障壁による深刻な影響を受けている。中国のFTA戦略は貿易
相手国の多様化を通して，こうした通商上リスクを分散させる効果がある一方
で，FTA締結相手国を経由して，先進国市場をアクセスする，一種の「迂回輸出」
を狙うことも考えられる。            
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　第2は新しい市場の開拓である。前述のように改革開放以来，輸出戦略の中
で主要先進国の市場は常に意識されており，実際輸出先も欧米日に集中してい
る。しかし，80年代後半からアジアNIEｓ，ASEAN，中南米諸国，中東欧及
びアフリカの一部の発展途上国などは急速な経済成長を遂げ，新興市場として
注目されるようになった。また，冷戦の終結，グローバルな市場経済化の進展
に伴って，貿易・投資の自由化が広がり，これらの市場へのアクセスも容易に
なった。さらに，こうした途上国の市場は先進国市場と比べると，品質・環境
基準などが緩く，安価で，一定の品質レベルに達した中国の輸出品との需給関
係が成立しやすい面もある。図表２は00年から08年まで中国の地域別輸出額
の推移を示すものである。これをみると，中国の輸出は大きく欧米日に依存し
ているものの，近年ASEAN，アフリカ，ラテンアメリカなど発展途上国が集
中する地域への輸出は急速に増加していることが分かる。中長期的に見て，こ           
うした新興国や発展途上国は中国にとって新しい輸出市場に成長していく可能
性がある。中国はFTA交渉国を選定する際に，他の政治的，経済的な条件以
外に「相手国・地域が一定の市場規模を持ち，貿易自由化プログラムの実施に
より大きな経済的な利益を得られること」20）という基準が挙げられたように，
新興国，途上国への輸出市場の拡大はFTAの戦略的目標の一つだと思われる。
　第3は国境貿易の促進である。中国の陸部の国境線は2万2800キロに及び，
15カ国と国境を接している。90年代の初頭，対外開放政策の展開は地域的な
広がりを見せ，開放地域はそれまでの沿海から沿江（長江沿い），沿辺（国境
沿い）へ拡大した。92年に中国は13の国境沿いの開放都市を指定したと同時に，
これらの開放都市での国境経済合作区の設立を認めた。それ以来，国境貿易
は急速な成長を遂げてきた。08年小口国境貿易総額は前年比44.9%増の308.8
億ドルに上り，うち輸出は219億ドル（同59.8%増），輸入は89.8億ドル（同
18.1%）で，年度後半は経済危機の影響をうけたものの，全体として高い伸び
をみせている。また，ロシア，カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ベト
ナム5カ国は主要な貿易相手国で，貿易額が全体の8割を占めている。一方，
中国側の新疆ウィグル自治区，黒竜江省，内モンゴル自治区，広西チワン族自
治区経由の貿易は全体の9割を占めている（中国海関総署）。現段階では国境
貿易の規模がまだ小さいが，将来的に拡大する可能性が十分期待できる。
　国境貿易の発展は輸出市場の拡大を促進するだけでなく，内陸経済の活性化，
地域格差の是正にもつながる。また，国境地帯は少数民族の居住地域でもある
ため，貿易拡大に伴う経済発展は民族間の緊張関係を緩和する働きも期待でき
る。さらに近隣諸国との経済的依存関係の強化は中国の安全保障上にも重要な
意味をもつ。中国の地域的枠組みへの参加や近隣諸国とのFTA交渉は国境貿
易を含む近隣諸国と様々なレベルでの経済協力を促進し，国境を跨ぐ局地経済
圏を形成させる狙いもうかがえる。現在締結済みのASEANとのFTAの関係
国の中で中国と国境を接する国は3カ国であり，いずれも中国との国境貿易を
積極的に行っている。一方，地域的協力枠組みとしての上海協力機構（SCO）           
と大メコン圏（GMS）開発プログラムの関係国はそれぞれ4カ国と3カ国であ
り，今後それらの枠組みを実質的な経済協力の段階に引き上げるためにFTA
交渉を進めていくのが重要な課題となっている。
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　80年代初頭の改革開放政策への転換以降，外国直接投資の受け入れは中国
の開発戦略の一つの柱として位置付けられ，いかに多くの外資を誘致し，それ
に伴う経済的諸効果を得るかは対外経済政策の主要な課題であった。しかし，
近年中国を取り巻く内外経済環境の変化に伴って，中国企業が海外に進出し，
経営の国際化を図る必要性に迫られるようになった。中国政府も対中直接投資
の安定化を図る一方で，「走出去（海外進出）」戦略を打ち出し，企業の対外直
接投資を様々な形で側面から支援し，双方向の直接投資の拡大を目指している。
本節では対内外投資の促進とFTAとの関連について検討する。
　01年のWTO加盟後，市場開放，規制緩和に伴って外国企業の対中投資が急
増し，中国は世界の直接投資の主要な受入国になった。対中投資の規模拡大が
進むにつれて，外資の中国経済におけるプレゼンスも急速に高まっている。07
年時点で外資は輸出の6割弱，鉱工業生産付加価値総額の3割強，税収の2割
強を担っており，経済成長に大きく貢献している。しかし，近年逆にこうした
外資の役割を外資依存と捉え，そこからの脱却，対内投資の「質の向上」を図
るために，中国政府は外資優遇税制の撤廃（内外税制の一本化）や「外商投資
産業指導目録」の改正などを通して外資を選別し始めた。一方，要素価格の上昇，
元高，「労働契約法」の実施などのコスト増要因を加え，中国は投資先として
魅力度が低下しており，FTAなどの地域経済統合の動きが活発化し，投資環
境が改善されるASEAN諸国など周辺国との競争を強いられている。図表３に
示されるように近年中国への直接投資は全体として増加傾向にあるものの，伸
び率からみると必ずしも安定性があるとはいえない。現在中国の外資政策の中
心課題は外資の経済的効果を活用すると同時に外資の「質の向上」を図ること           
である。言い換えれば，一定規模の対内投資を確保する上で，外資を選別する
ことである。そのため，従来の低コストやインセンティブの提供の代わりに，
新たな投資環境改善策が求められている。
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　FTAの経済効果の議論なかではモノの貿易の効果が注目されがちであるが，
経済のグローバル化の進展に伴って，国際経済取引の形態が多様化しており，
とりわけ企業の海外事業活動では投資，サービスが貿易の付随的活動となる場
合が多いため，FTAの投資誘発効果も重要視されている。一国が複数の国と
FTAを締結した場合，その国へ投資することによって，より多くの国へ貿易・
投資などの自由化の恩恵を受けられる。現にシンガポール，チリ，メキシコな
どの国々は貿易の流れや直接投資を引き付けるために，自らが中心となり，多
くの国とFTAを結ぶ「つなぎ目」となる戦略を意図的にとっている21）。中国
はすでに多国籍企業のアジアの生産ネットワークのハブとなっている。今後，
現在の地位を確保し，新規投資を誘致するには，こうしたFTAの直接投資を
引き付けるメカニズムを利用する必要があると考えられる。
　一方，中国のFTA戦略には締結相手国と貿易・投資自由化を約束することで，
中国企業の海外進出を制度面で支援する狙いもある。02年中国は「走出去（海           
外進出）」戦略を打ち出した以降，企業の対外投資が急速に増加してきた。図
表４は1990－2008年中国の対外直接投資額（フロー）の推移及び投資先の地
域的分布（07年）を示すものである。それをみると，90年の投資額はわずか9
億ドルであったが，08年に521.5億ドルに上り，実に56倍も拡大しており，と
りわけ02年以降急激な増加を見せている。地域別の分布でみると，対外投資
はアジア，ラテンアメリカ，アフリカなどに集中していることが分かる。
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　中国の対外投資急増の背景には（１）輸出の拡大に伴って，潤沢な外貨資金
を持つ国内企業は海外でその資本を運用することが可能になったこと，（２）
賃金の上昇，元高及びその他の生産コストの上昇などで，コスト削減を目的と           
する海外進出が増えたこと，（３）天然資源の安定供給を確保するための資源
開発型の対外投資が政府のバックアップの下で進められたこと，（４）欧米諸
国との貿易摩擦を回避するために，第3国に生産・輸出拠点を設ける，所謂「迂
回輸出」を目的とする海外進出を迫られたこと，（４）M&Aなどを通して外
国企業の技術，市場シェア，ブランドを獲得するための戦略的な海外投資が重
視されはじめたことなどが挙げられる。
　中国政府としては海外直接投資が国内企業の輸出競争力の維持，産業構造の
高度化に資するだけでなく，増え続く貿易黒字による欧米諸国との貿易摩擦，
元高圧力を解消することも期待できることから，国内企業の海外進出を奨励し，
政策，金融，情報提供など様々な面から支援している。FTAの推進もその一
環と見られる。具体的に，FTAの締結を通じて，内国民待遇（NT），最恵国
待遇（MFN）を付与することにより，協定域外国より優遇された条件の下で，
貿易・投資を行うことである。中では投資国にとって内国民待遇は特に重要視
されている。内国民待遇の付与は投資前と投資後に分けられ，前者は投資禁
止，出資比率制限等の参入規制の撤廃を指すのに対して，後者は地場企業と比
べ外資が受けた差別的な待遇の撤廃である。投資前と投資後両方に付与される
ことは企業の投資を促進し，事業戦略上の予見可能性を高めることが可能であ
る22）。図表４の投資の地域分布でもみられるように，企業の投資先は基本的に
FTA締結国，あるいは交渉中の国の所在地域に集中している。このように中
国のFTA戦略は交渉相手国の投資規制，外資に対する差別的な制度，政策を
撤廃させ，中国企業の海外市場の投資・ビジネス環境の整備を図る側面が極め
て大きいといえる。
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　これまでみてきたようにFTA戦略は限界に達しつつある輸出と対中投資を
活発化させる手段として中国の対外経済政策の中で極めて重要な位置づけを与
えられている。90年代の対外経済の主要課題は国際経済システムへの統合だ           
とすれば，ポストWTOのメインテーマはFTAなどの地域経済統合，経済協力
活発化の好機を逸せず，如何にそのメカニズムを活用し，貿易と投資の自由化
よる経済的な利益を得るかである。しかし，その意欲と危機感が強いあまり，
FTA締結そのものの戦略的な意図が先行され，交渉にあたって経済効果に関
する綿密な検証，国内調整などは必ずしも徹底されていない。それゆえ，FTA
の「質」の観点からみると，中国のFTAの自由化水準，有効性などには様々
な課題が残されている。ここでそうした問題点を指摘して本稿を締めくくりた
い。
　第1に自由化レベルを高める必要がある。中国の締結済みのFTA，特に発展
途上国とのFTAは協定上，最終目標として全品目に占める自由化率90%に達
成する，所謂「WTOに準拠した高度なFTA」とされているものの，実態的に
はそれを達成することが極めて困難な状況にある。例えば，中国のFTA戦略
の成功例とされるASEANとのFTAではセンシティブトラックに分類される
例外品目（ASEAN6は400品目，CLMVは500品目以内）が多く，中には一般
機械，電気機械，輸送機械，化学，繊維，鉄鋼など今後貿易の拡大が見込まれ
る製品が多く含まれている。しかし，CAFTAの「相互譲許」規定によれば，
輸出相手国が対象品目をノーマルトラックに分類されたとしても，自国ではセ
ンシティブ品目に分類された場合，自国のMFN関税が10%以下でない限りは
特恵関税が適用されない23）。言い換えれば，双方のセンシティブ品目の指定が
一致しなければ，特恵関税を享受できないことがあるため，90%以上の自由化
が必ずしも確保されているとはいえない。今後例外品目の見直しなどを通して，
自由化レベルを高めていく必要がある。
　第2は十分な国内調整と情報開示が行われていないことである。FTAは単な
る二国間の取決めではなく，WTOにも報告義務がある国際的な公約でもあり，
その締結に伴う貿易と投資の自由化は国内産業に与えるインパクトがWTO加
盟のそれを上回る可能性がある。したがって，FTA戦略の展開にあたって，
政府の強いリーダーシップだけではなく，それを支える国民の支持も不可欠           
である。すなわち，長期的な利益と引き換えに短期的な痛みを克服しなけれ
ばならないFTAの推進には十分な国内調整，国民に対する情報開示，説明が
必要である。これは今後自由化の履行だけではなく，実効性のあるFTAの締
結にもつながる。中国のFTA推進は基本的に政府のトップダウンによる政策
決定であり，国内調整のプロセスが欠落しているように見える。具体的にはま
ず，FTA交渉の推進体制と交渉にかかわる部門，機関の役割が不明である24）。
FTA交渉では商務省，発展改革委員会，財政部，農業部，海関総署などの関
係省庁が参加するが，その役割分担，リーダーシップの構造についての情報は
開示されていない。また，国内調整がどのように行われていたのかも不明であ
る。07年に商務部は国内企業を対象に中韓FTAフィジビリティ・スターディ，
アイスランドとのFTA交渉を行うための意向調査を実施したものの，その結
果が開示されていない。その後他のFTA交渉に関する同様な調査が実施して
いない。一方，08年に商務部はFTA交渉に関する情報を開示するためのWEB
サイトを立ち上げた。しかし，提供された情報の多くは断片的なものであり，
矛盾点も多い。このように中国のFTA政策決定の過程が極めて不透明で，交
渉上の問題点を確認することが困難である。また，中国の一部のFTAの実効
性の低さ25）も国内調整や国民，企業への説明・周知も十分なされていないこ
とに起因している。今後国内調整や情報開示の徹底を通して，企業や業界団体
の意見を集約し，それをFTA交渉，協定に反映させ，質の高いFTAを目指し
ていくべきである。
　最後は日中韓FTAを積極的に推進する必要があることである。これまで中
国が締結したFTAの相手国・地域はASEANを除ければ，貿易や投資などの
実質的な経済依存度が高いとはいえない。中国の主要貿易相手国・地域である
EU，アメリカとのFTA交渉は極めて大きな政治的なコストが伴うと予想でき
るが，アジア域内の生産・流通ネットワークの形成や安全保障上の必要性など
から日中韓FTAはより実現可能な選択ではないかと思われる。08年に中国の
貿易相手国・地域の中で，日本，韓国との貿易は金額ベースでそれぞれ3位と           
5位を占めている。また，対中国の主要投資国の中でも日韓がそれぞれ4位と
5位となっている。こうした緊密な経済関係から日韓とFTA締結は中国にとっ
て極めて重要な意味をもつ。
　アジア地域における経済統合が急速に進展しているにもかかわらず，中国，
日本，韓国の間ではいまだに具体的な交渉が進められていないのが異常事態と
言わざるを得ない。日中韓FTAの障害としては3国がFTA締結の国内産業へ影
響を危惧する以外に26），政治的な不信感もあり，とりわけ東アジアの経済統合
における日本と中国の主導権争いが大きなネックになったと指摘されている27）。
日中韓3カ国はGDPの合計がアジア全体の9割を占め，域内国際分業の主要な
担い手でもある。3国の経済連携の強化は日中韓の経済成長に寄与するだけで
なく28），東アジア全体の統合を経済的，政治的に深化させることが期待でき
る。今後中国としては現在共同研究中の中韓FTAを前進させることによって
日本の意欲を引き出すと同時に，FTA交渉の障害を取り除くために，産官学
の各レベルで日韓との対話を進め，互いの不信感を払しょくすることで，日中
韓FTA交渉の具体化させることが大きな課題となろう。
           
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